
事業番号 0111

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （内閣府）
事業名 科学の役割についての普及・啓発 担当部局庁 日本学術会議事務局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

昭和61年度・終了(予定)なし 担当課室 企画課長 渡邉 清

会計区分 一般会計 政策・施策名
８２　科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡

（政策２２－施策①）

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
日本学術会議法第２条

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　日本学術会議法第２条に基づき、わが国の科学者の内外に対する代表機関（全国約84万人の科学者の代表として選出された会員２１０名と
連携会員約２，０００名で構成）として、学術フォーラムを通じ、科学の役割について国民の認識を高めることで科学の向上発達を図り、行政、
産業及び国民生活に科学を反映浸透させる。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　科学的・学術的な成果を国民に還元するための活動として、学術フォーラムを開催している。学術フォーラムは、日本学術会議会員等が講
演、パネルディスカッション等を行い、科学の成果を国民にわかりやすく伝えるとともに、国民と双方向のやり取りがなされるよう構成した公開
講演会である。
 また、科学の役割についての普及・啓発等のために図書館を設けているが、この図書館は、国立国会図書館法の規定により国立国会図書
館の支部図書館として指定されており、各所属機関の特色に応じた資料を所蔵する専門的な図書館となることを求められているため、関連書
籍の収集を行っている。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度要求

予算
の状
況

当初予算 3 3 3 3 3

補正予算 - ▲ 0.1 - -

前年度から繰越し - - - - -

翌年度へ繰越し - - - -

予備費等 - - - -

計 3 3 3 3 3

執行額 2 2 3

執行率（％） 73% 76% 89%

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 23年度 24年度

％ 80 80

25年度
目標値

（　　年度）

　学術フォーラムの参加者アンケートで肯定的に評価した
者の割合（平均値）

成果実績 ％ 80 90 95

目標値 95 95

達成度 ％ 100.0 112.5 100.0

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 23年度 24年度

回 10 10

25年度 26年度活動見込

　日本学術会議主催学術フォーラム開催回数

活動実績 回 10 10 13 -

当初見込み 10 15

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 23年度 24年度 25年度 26年度見込

25年度執行額÷実施回数

単位当たり
コスト

千円 836 65 90 -

計算式
執行額/
実施回数

3,345（千円）／4（回） 776（千円）／12（回）
1,167（千円）／13

（回）
1,448（千円）／15（回）

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

会員手当 0.2 0.2

諸謝金 0.3 0.3

職員旅費 0.2 0.2

委員等旅費 0.6 0.6

庁費 0.2 0.2

国会図書館支部庁費 2 2

計 3 3



事業番号０１１０

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
　学術フォーラムは、科学の向上発達に寄与するという目
的の下（日本学術会議法第２条）、科学リテラシーの普
及・啓発のために行っているものである。科学・技術が国
民に適切に理解され活用されるようになるためには、科
学的・学術的な成果をわかりやすく伝えるとともに、国民
と科学者との対話が必要であり、そのための手法として
学術フォーラムを開催している。また、学術フォーラムで
は、多岐にわたる専門領域の科学者が日本学術会議に
おける審議で集積した科学的・学術的な成果を、我が国
の科学者の代表である会員等によってわかりやすく国民
に伝えることができる場であり、日本学術会議ならではの
活動である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

　日本学術会議主催で行われる講演者に対する手当、謝
金及び旅費について関係法令に基づき各個人に適切に
支給している。また、国会図書館支部庁費の資料購入経
費は、学術情報資料収集に必要な定期刊行物であり、費
目・使途共に業務を実施するために必要最低限のもので
ある。

受益者との負担関係は妥当であるか。 －

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） -

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○
　学術フォーラム出演者に対する手当、謝金及び旅費及び国
会図書館支部庁費は、共に直接的経費であり、費目・使途共
に業務を実施するために必要最低限のものである。
　活動実績については見込みどおりの開催回数となっており、
適切であるといえる。
　成果物の活用については、学術フォーラムの開催報告を
ホームページに掲載し、随時国民のアクセスを可能とするとと
もに、ホームページ上で受け付けた意見・要望を関係分野別
委員会にフィードバックすることとしており、広報活動と学術会
議における審議へのフィードバックを通じて、成果物の活用に
努めている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

　平成25年度は、「Future Earth：持続可能な未来の社会へ向けて」、「科学・技術を担う将来世代の育成方策を考える―教育と科学・技術を価
値創造につなぐために－」、「地殻災害の軽減と学術・教育」、「東日本大震災からの水産業および関連沿岸社会・自然環境の復興・再生に向
けて」、「多文化共生社会の現在と在日外国籍女性」、「福島第一原発事故にともなう放射線健康不安の精神的影響の実態と地域住民の支
援」等計13回の学術フォーラムを開催した。国民の関心の高い事項について、日本学術会議会員等による講演・パネルディスカッションを内容
とする学術フォーラムを開催することにより、学術成果の国民への還元に資することができた。また、日本学術会議主催で行われる学術フォー
ラムの出演者に対する手当、謝金及び旅費について関係法令に基づき各個人に適切に支給している。

改善の
方向性

　今後も国民の関心が高い事項について科学の成果をわかりやすく伝えることを念頭にテーマ選定を行うとともに、学術フォーラムにおける議
論の成果を日本学術会議の活動に反映させ、更にその結果を国民に伝えるというような、国民との双方向のやり取りがなされるよう、配慮して
いくとともに、今後においても、出演者に対する手当、謝金及び旅費について関係法令に基づき各個人に適切な処理に努める。

重
複
排
除

事業番号 類似事業名

外部有識者の所見

点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

引き続き事業の適切な進捗管理、予算の効率的執行に留意すべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

現
状
通
り

引き続き事業の適切な進捗管理、予算の効率的執行に努める。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年 0166 平成24年 0160 平成25年 0114



事業番号０１１０

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

日本学術会議事務局企画課、
参事官（審議第２担当）

3百万円

学術の成果を国民に還元するための
公開講演会の開催に必要な経費等

【随意契約（少額）】
A.民間企業等（３者）

2百万円
国立国会図書館支部図書館の
資料購入経費等

B.会員・連携会員等（６２人）
1百万円

会員・連携会員等の旅費・手当
等

【旅費・手当：直接】



事業番号０１１０

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.株式会社ぎょうせい E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

資料購入費 定期刊行物 1.2

計 1.2 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



事業番号０１１０

支出先上位１０者リスト
A.

B.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社ぎょうせい 定期刊行物 1.2 随意契約 －

2 株式会社ＯＣＳ 定期刊行物 0.4 随意契約 －

3 株式会社文研堂書店 定期刊行物 0.3 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 会員A 会議出席旅費・手当 0.1 － －

2 会員B 会議出席旅費・手当 0.08 － －

3 会員Ｃ 会議出席旅費・手当 0.07 － －

－ －

4 会員Ｄ 会議出席旅費・手当 0.07 － －

7 会員Ｇ

5 会員Ｅ 会議出席旅費・手当 0.06

6 会員Ｆ 会議出席旅費・手当 0.05 － －

会議出席旅費・手当 0.04 － －

－ －

10 会員Ｊ 会議出席旅費・手当 0.04 － －

－ －9 会員Ｉ 会議出席旅費・手当 0.04

8 会員Ｈ 会議出席旅費・手当 0.04


